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政府審議会で議論されていることとは？

松久保 肇（NPO法人原子力資料情報室）
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202２年１1月11日

【連続オンライン学習会】老朽原発の危険性 第３回



2

2

総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会

基本政策分科会
2050年カーボンニュートラルを見据えた次世

代エネルギー需給構造検討小委員会

省エネルギー・新エネルギー分科会

資源・燃料分科会

電力・ガス事業分科会

原子力小委員会

革新炉ワーキンググループ

廃炉等円滑化ワーキンググループ

放射性廃棄物ワーキンググループ

地層処分技術ワーキンググループ

電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会

産
業
構
造
審
議
会

産業技術環境分科会
グリーントランスフォーメーション推進小委員

会

研
究
会

高速炉開発会議 戦略ワーキンググループ

福井県・原子力発電所の立地地域の将来
像に関する共創会議

経産省の原子力関連審議会

容量市場、長期脱炭素電源
オークションなどの市場設計

合同委員会
２０２１年12月16日設置



38月24日GX実行会議（第2回）
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委員構成
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原子力小委員会（委員18人、専門委員3人）
委員長 山口 彰 (公財)原子力安全研究協会 理事

委員長代理 竹下 健二 東京工業大学 科学技術創成研究院 教授

委員

朝野 賢司 (一財)電力中央研究所 社会経済研究所 上席研究員

伊藤 聡子 フリーキャスター／事業創造大学院大学 客員教授

遠藤 典子 慶應義塾大学 グローバルリサーチインスティテュート 特任教授

大橋 弘 東京大学大学院 経済学研究科 教授

越智 小枝 東京慈恵会医科大学 臨床検査医学講座 准教授

小野 透 (一社)日本経済団体連合会 資源・エネルギー対策委員会 企画部会長代行

小林 容子 Win-Japan 理事／Win-Global Board

斉藤 拓巳 東京大学大学院 工学系研究科原子力専攻 准教授

佐藤 丙午 拓殖大学 国際学部 教授

杉本 達治 福井県知事

豊永 晋輔 弁護士／(一財)キヤノングローバル戦略研究所 上席研究員

中島 健 京都大学 複合原子力科学研究所 所長・教授

又吉 由香 みずほ証券株式会社 サステナビリティ推進部 サステナビリティ戦略開発室 上級研究員

松久保 肇 特定非営利活動法人原子力資料情報室 事務局長

村上 千里 (公社)日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 環境委員長

山下 ゆかり (一財)日本エネルギー経済研究所 常務理事

専門委員

新井 史朗 (一社)日本原子力産業協会 理事長

坂田 幸治 全国電力関連産業労働組合総連合 会長

松村 孝夫 関西電力(株) 代表執行役副社長 原子力事業本部長／電気事業連合会 原子力開発対策委員長

日鉄総研常務取締役/
日本鉄鋼連盟 特別顧問

電力子会社、原子力規制庁を経て科学技術振興機構

2011～13年 原子力損害賠償支援機構に出向
少なくとも２０１７年まで原子力損害賠償・廃炉等支援機構参与

電力業界のセミナー・広報に多数出演

原子力損害賠償・廃炉等支援機構

事業収入18億円中8億円は経産省の受託事業（2020年度）

原子力損害賠償・廃炉等支援機構
運営委員
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座長 黒崎 健 京都大学複合原子力科学研究所教授

委員

遠藤 典子 慶應義塾大学グローバルリサーチインスティテュート特任教授

小野 透 日本経済団体連合会 資源・エネルギー対策委員会 企画部会長代行

小伊藤 優子 日本原子力研究開発機構任期付研究員

斉藤 拓巳 東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 准教授

高木 直行 東京都市大学大学院総合理工学研究科共同原子力専攻教授

高木 利恵子 エネルギー広報企画舎代表

永井 雄宇 電力中央研究所主任研究員

松久保 肇 原子力資料情報室事務局長

山口 彰 東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 教授

専門委員

大島 宏之 日本原子力研究開発機構理事

大野 薫 日本原子力産業協会情報・コミュニケーション部課長

中熊 哲弘 電気事業連合会原子力部長

革新炉ワーキンググループ（委員1０人、専門委員3人）

関電・九電・経産省などの広報を受注

東京電力出身
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稼働延長に関する議論
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9月22日 31回原子力小委員会
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山口彰 原子力小委員会委員長

「今回、本日の資料の中では、規制委員会とのコミュニケーションを行うん

だと。それは、規制面における制度の在り方っていうのを見直すというこ

とは、利用においても大変重要であるからということでございました。規

制委員会とのコミュニケーションをしていただくということですので、今後、

事務局には、今日、この委員会の議論を踏まえまして、しっかり対応して、

規制委員会と良いコミュニケーションを取っていただくように私からもお

願いしたいと思います。」

12

この日の委員会では延長に関する結論は得ていない
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2022年9月28日 第41回原子力規制委員会

山中委員長

おとといの委員長就任会見でも話題になりましたけれども、先週木曜日、22日に開催された資源エネルギー庁の審議会

におきまして、原子力利用政策の観点から、発電用原子炉の運転期間の在り方、廃炉の円滑化などに関する検討を進める

との議論があったと聞いております。

既に臨時会でも確認をしていただいたところですが、厳正な原子力規制というのが我々の原則であるし、そういう方針に

ついては、継承していくということで御了解いただいたところですけれども、それに何らかの影響が出るのではないかと

いうことで私は注目しているところでございます。

例えば、運転期間が原子炉等規制法に規定されているとの関係で、原子力規制委員会としてどのような対応が必要にな

るのか、経年劣化に関する安全規制をどのようにするのかなど、原子力規制委員会全体として議論をしなければならない

と考えています。

したがって、利用政策における対応の方針などについて、資源エネルギー庁からしっかりと説明を聞いておく必要がござ

います。
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142022年10月5日 第42回原子力規制委員会

松山電力ガス事業部長

「具体の考え方、議論は始まったばかりでございますので、詳細を御報告することはなかなか難しいとこ

ろではございますが、42ページに議論を進めていく上での原則というもの、考え方を整理」

「私どもが今検討を行っておりますのは、エネルギーの利用、発電用原子炉というものをどう活用してい

くかという利用政策の観点で、エネルギーの供給面、脱炭素化という観点から、どうこの運転の長い期

間を延長していくことができるかどうか。そのためにはどういう枠組みが必要かということを考えるべ

きだということで、考えているところでございます」

（投資という観点から）「運転期間という制限が再稼働そのものの妨げになってはよくない。」

（片山原子力規制庁長官の発言を受けて）「利用政策の観点から運転期間をどうするかということで制

度の設計及び必要における法的な整備をしたいと考えております。」「ふつうの一般的な考えで考えます

れば、利用政策であれば利用政策省庁、利用の関係法令のなかに基本的な仕組みが存在してくると、で、

そのうえで、既存の法令について必要な規定整備を行っていくということが通常の段取りなんだと思う

んですね。」「規制委員会との間の整備整理が必要になってくるのかなという風に考えてございます。」

山中原子力規制委員会委員長

「運転期間についての定めが利用政策側の法体系に移るとなると、必然的に高経年化した発電用原子炉

の安全性の確認をどう法的に担保するのかについて、原子力規制委員会として、今後、しっかりと検討す

る必要があろうかと思います。」

まだ、確定していな
い議論。

議論は確定してい
ないが、原子炉等
規制法から運転期
間制限を外し、電
気事業法などに規
定を整備する方針

を示す
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１１月2日 第48回原子力規制委員会
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○田中委員 先ほどの「10年を超えない期間ごと」の
意味するところがよく分かって、適切なものかと思い
ます。 それと関連して、全然違う話か、関連する話な
のですけれども、これは最大の運転期間については、
規則等の中で定めなくてもいいのですね。

○山中委員長 それは運転期間についての話ですから、
それは別の話になろうかと思います。それは利用政策
側で、運転期間については、考えればいいし、我々は
高経年化した原子炉の安全規制に関するルールを
きっちり作っていくと。10年後なり、あるいは10年
に満たない期間、 きちんと安全が担保できるかどう
かということを事業者に立証させて、我々は確認する
という、そういうルールをきちんと作っておかなけれ
ばならないということです。



17

1１月８日 第42回原子力規制委員会
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23委員会での議論

１） 村上委員 松久保

２） 小野委員、遠藤委員、伊藤委員、佐藤委員、山下委員、竹下委員、小林委員、浅野委員、大橋委員、斎藤委員

３） 豊永委員、又吉委員

・明言せず：

杉本委員：規制委は10年ごとに更新するとしている。点検・監視の向上になると感じている。利用・規制がバラ

バラで議論していてわかりにくい。立地地域・国民に利用と規制の整合の取れた説明が必要だと考える。古くな

れば安全性が損なわれるということは一般的な理解。住民の安全安心を確保するために、国が責任を持ってい

く必要。

越智委員：稼働期間だけではなく、どうなったら中止するのかなども考える必要

・山口委員長：

技術的な観点から運転期間を決めるという意見も多々いただいたところですが、これにつきましては、安全を

しっかり追求していくということと、国民からしっかりご理解いただくということも前提ですので、そういったこ

とも含めてこれから事務局ともご相談させていただきたいと思います。
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•経緯の不透明さ

•議論の拙速さ

•国民不在

•原子力規制委員会の独立性

問題点（安全性のぞく）


